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【開催日】 平成３１年３月６日 

【開催場所】 議場 

【開会・散会時間】 午後３時５０分～午後５時２分 

【出席委員】 

委 員 長 矢 田 松 夫 副 委 員 長 河 野 朋 子 

委   員 伊 場   勇 委   員 大井 淳一朗 

委   員 岡 山   明 委   員 奥   良 秀 

委   員 河 﨑 平 男 委   員 笹 木 慶 之 

委   員 水 津  治 委   員 杉 本 保 喜 

委   員 髙 松 秀 樹 委   員 恒 松 恵 子 

委   員 中 岡 英 二 委   員 中 村 博 行 

委   員 長谷川 知司 委   員 藤 岡 修 美 

委   員 松 尾 数 則 委   員 宮 本 政 志 

委   員 森 山 喜 久 委   員  山 田 伸 幸 

委   員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 

 なし 

 

【委員外出席議員等】 

議   長 小 野   泰   

 

【執行部出席者】 

副   市   長 古 川 博 三 企 画 部 長 清 水   保 

企 画 部 次 長 篠 原 正 裕 企 画 政 策 課 長 和 西 禎 行 

企画政課課長補佐 杉 山 洋 子 企画政策課企画係長 宮 本   渉 

財 政 課 主 幹 梅 田 智 幸 財政課調整係長 鈴 木 一 史 

 

【事務局出席者】 

事 務 局 長 中 村   聡 事務局主査 島 津 克 則 

議 事 係 長 中 村 潤之介 書    記 原 川 寛 子 

書    記 光 永 直 樹   

 

【付議事項】 

１ 議案第１２号 平成３１年度山陽小野田市一般会計予算について 

 

午後３時５０分 開会 
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矢田松夫委員長 ただいまから一般会計予算決算常任委員会を開会いたします。

先ほどの本会議で、当委員会に付託された議案第１２号、平成３１年度

山陽小野田市一般会計予算の審査方法については、事業審査を中心に行

います。事業についての資料を執行部に提出を求め、皆様にお配りして

おりますので、まずは、その資料について執行部の説明を求めます。 

 

和西企画政策課長 平成３１年度山陽小野田市一般会計予算の審査に先立ち、

審査資料となっております事務事業調書及びこれを活用した評価作業に

ついて御説明します。事務事業調書は、総合計画を構成する基本構想、

基本計画、実施計画のうち、実施計画を構成する個別具体的な事務事業

について作成するものです。この調書は３年間の計画で、毎年見直しを

行っています。企画政策課は各課が作成し、提出した事務事業調書の内

容について、ヒアリングなどを行った上で、臨時的経費の事務事業につ

いてのみ、評価の案を作成し、市長決裁を受けて評価を確定しています。

この評価が財政課へ予算要求をするときの資料となります。この事務事

業調書を作成することで、総合計画で示した施策の目的を達成するため

に必要な事業を具体的に示すことができ、また限られた財源を有効活用

するために計画的な取組を行うことができます。まず、平成３１年度の

事務事業調書については、平成３０年度の事業の進捗状況を年度途中で

確認・評価する事中評価を新たに導入するなど様式の一部を変更し、で

きるだけ直近の問題点や課題を把握し、それらを踏まえた上で平成３１

年度以降の事業計画の作成や予算編成につながるよう、改善を行いまし

た。では、事務事業調書の様式について、昨年度からの変更部分を中心

に御説明します。企画政策課から提出したＡ４の資料１、「事務事業調

書の記入例」を御覧ください。記入例は、「ふるさと山陽小野田応援事

業」、いわゆるふるさと納税に関する事業です。では、事務事業調書の

上から変更点を説明していきます。一つ目は、「重点プロジェクト」欄

です。様式の上側の左端に施策体系と記載しているところがあり、そこ

に実施計画名と事務事業名を記載する欄がありますが、その間に「重点

プロジェクト」の欄を新たに設けました。重点プロジェクトに位置付け

られた事業については、重点プロジェクトの番号を記載しています。資

料１の記入例の事業は重点プロジェクトに位置付けられていないため空

欄ですが、例えば、お手元の平成３１年第１回定例会予算決算常任委員

会資料その１の４５ページの「ハロウィンイベント事業」は、重点プロ

ジェクトの重点施策３「まちの魅力発信向上プロジェクト」の「（１）

シティセールスによる魅力発信」に位置付けていますので「３－（１）」

と記載しています。では、資料１にお戻りください。重点プロジェクト
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欄の下の事業概要、対象、手段、意図の欄については、昨年度の様式か

ら変更はありません。次に様式中央の「活動指標又は成果指標」の欄で

す。このたびから、事業担当課が設定した指標が活動指標であるのか、

又は成果指標であるかを明確にするために、指標を記入する欄の右端に

新たに欄を設け、活動指標であれば「活動」、成果指標であれば「成果」

と入力することとしました。なお、【活動指標】（アウトプット指標）

とは、事務事業の目的を達成するために、どれだけの行政活動を行うか

を示すものであり、活動指標又は成果指標欄のすぐ上の右側にある「対

象」「手段」「意図」とあるところの「手段」を数値化するものです。

一方、【成果指標】（アウトカム指標）とは事務事業を行うことによっ

て、どの程度、意図が実現したかを示すものであり、「対象」「手段」

「意図」のうち、「意図」を数値化するものです。資料１で御説明しま

す。１「チラシの配布枚数」は活動指標です。この事業の「手段」は「サ

ポート寄附金の受入、返礼品の送付。チラシ配布等による制度の周知」

とありますので、どれだけ多くの人に本市のサポート寄附制度を知って

もらうかを指標とし、「チラシ等の配布枚数」を具体的な活動指標とし

て設定しました。２「サポート寄附注文件数」３「サポート寄附金額」

は成果指標です。この事業の意図は、「自主財源の確保及び地域経済の

活性化」としていますので、自主財源の確保に関する指標として、「サ

ポート寄附注文件数」及び「サポート寄附金額」を成果指標として設定

しました。「意図」には、「地域経済の活性化」ともあります。これは、

返礼品を市内事業者へ発注することで事業者の売上げが伸びていき、地

域経済の活性化が図られることが想定できるからです。指標として、「小

売事業所の年間販売額」などが考えられますが、この事業のみの成果と

して設定するのは難しいこともありますので、意図の「地域経済の活性

化」の部分は成果指標からは外しています。このように成果指標につい

ては、「意図」から指標を設定しているのですが、成果指標を設定する

ことが難しい場合は、活動指標のみ指標として示しています。また、そ

の右側の各年度の指標の数値等を記載する欄につきましては、昨年度の

様式では、平成２９年度の実績欄は上段の目標、中段の実績、下段の達

成率を記載し、平成３０年度以降は、上段の目標のみを記載していまし

た。しかしながら、このたびから、臨時的経費で継続して実施する事務

事業のみ、平成３０年度の欄は、上段の年間の目標だけではなく、中段

に４月から７月までの実績、下段に達成率を記載することとしました。

これは、次にお示しする平成３１年度に向けた評価の「事中評価（Ｂ）」

を検討する上で必要な項目になります。資料１の三つ目の指標「サポー

ト寄附金額」の「平成３０年(４月から７月)」の欄を御覧ください。上
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段の年間の目標が４,０００万円、中段は平成３０年４月から７月までの

実績の寄附金額５３８万５，０００円、下段は４月から７月までの寄附

金額を年間の目標の寄附額で割って、達成率を算出し、１３．５％と記

載しています。なお、経常的経費に係る事務事業や平成３１年度新規事

業は昨年度と同様に上段の目標のみの記載としており、中段と下段の欄

は空欄としています。平成３１年度以降の欄は、昨年と同様に上段の目

標のみ記載しています。続きまして、「活動指標又は成果指標」の欄の

右側にある「平成３１年度に向けた評価」の欄です。この欄は新たに設

けました。この「平成３１年度に向けた評価」の欄につきましては、平

成２９年度の事務事業評価だけではなく、平成３０年度中の事中評価を

実施することで、できるだけ直近の課題を踏まえた事業計画の作成や予

算編成につながると考え、新しく導入しました。平成３０年度の実施事

業のうち、臨時的経費に係る事務事業については、年度途中で進捗状況

を確認・評価する「事中評価」を行い、次年度以降の事務事業の方向性

を判断します。まず「前年評価(Ａ)」の欄は、平成２９年度事務事業評

価シートの「今後の方向性」の結果を転記しています。「事中評価(Ｂ)」

の欄は、先ほど「活動指標又は成果指標」の欄で御説明した平成３０年

４月から７月までの指標の実績や事業を実施している上での課題等を踏

まえて、事務事業評価シートの「今後の方向性」の視点を基に平成３０

年７月時点での事業評価を行います。「(Ａ)と(Ｂ)を踏まえた平成３１

年度以降の取組方針」の欄は、前年評価（平成２９年度事務事業評価）

時と事中評価（平成３０年７月）時で「今後の方向性」の評価が異なっ

た場合には、その理由を記載します。また、今年度生じた問題点や課題

等を踏まえ、次年度以降の事業実施及び予算へ反映させたい取組等を記

載しています。資料１の記入例の場合、前年評価（Ａ）においては、事

業の成果を「拡充」、事業のコストを「拡大」としています。この欄に

ついては、Ａ４の資料２、「ふるさと山陽小野田応援事業」の平成２９

年度事務事業評価シートを御覧ください。様式下の右側の「今後の方向

性」欄では成果を拡充、コストを拡大としていますので、それをそのま

ま前年評価（Ａ）へ転記しています。資料１にお戻りください。事中評

価(Ｂ)は、先ほど述べた平成３０年４月から７月までの指標の結果等を

踏まえ、事業担当課が自主財源の確保のために有効な事業と判断し、平

成２９年度の事務事業評価時と変わらず、今後の事業の方向性の成果を

「拡充」、コストを「拡大」としています。(Ａ)と(Ｂ)を踏まえた平成

３１年度以降の取組方針は、前年評価（Ａ）と事中評価(Ｂ)の評価は変

わりませんでしたので、成果の拡充、コストの拡大を踏まえた、平成３

１年度以降の具体的な方策を記載しています。平成３０年度に新規で開
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始した事業につきましては、「前年評価（Ａ）」の欄は空欄で、「事中

評価(Ｂ)」及び「(Ａ)と(Ｂ)を踏まえた平成３１年度以降の取組方針」

の欄について記載しています。なお、経常的経費に係る事業や平成３１

年度新規事業については、この欄は空欄としています。次にその下の「視

点 妥当性、有効性、効率性」の欄です。ここは、昨年までは、担当課

評価の欄を設けて、担当課の妥当性、有効性、効率性の評価点を入れて

いましたが、このたびから削除し、右側の「評価結果」及び「評価点」

の欄は、市の最終評価を記載しています。よって、資料１の記入例で表

示されている評価結果及び評価点は、市の評価確定後のものです。評価

項目の考え方の変更につきましては、後ほど説明します。裏面の事業期

間や予算費目、その下に事業費の支出内訳及び国庫支出金、地方債など

の財源内訳などの欄は昨年から変更はありません。続きまして、平成３

１年度の臨時的経費に係る事務事業の評価作業について御説明します。

Ａ４の資料３を御覧ください。平成３１年度の臨時的経費に係る事務事

業の評価は、事業を①修繕以外の事業と②修繕事業の２つに分けて評価

を実施しました。ソフト事業や大規模建設事業などの修繕以外の事業と

修繕事業を同じ基準で評価することが妥当ではないという思いから、２

つに分けて評価を実施しました。①の修繕以外の事業につきましては、

昨年と同様にＡ３の資料４「事務事業の評価表」に基づき、妥当性、有

効性、効率性の視点から３９点満点で評価を行いました。この資料４に

つきましては、後ほど御説明します。②の修繕事業につきましては、危

険性、緊急性、要望等を勘案し、Ａ、Ｂ、Ｃの３段階で評価しました。

評価内容は、Ａが平成３１年度実施する必要がある、Ｂは必ずしも平成

３１年度に実施する必要はないが、実施の必要はある、Ｃはすぐに実施

する必要はない、としています。資料１の記入例の場合、「ふるさと山

陽小野田応援事業」は、①の修繕以外の事業に当たりますので「視点 妥

当性、有効性、効率性」の欄の右側の評価結果にそれぞれの視点からの

点数を入れ、合計の評価点を３３点としています。一方、②の修繕事業

は、例えば平成３１年第１回定例会予算決算常任委員会資料その２の１

７１ページの「街路灯修繕事業」のように「視点 妥当性、有効性、効

率性」の欄の一番右側の評価点を「Ａ」とし、妥当性、有効性、効率性

からの評価を実施していません。修繕に該当すると判断した事業につき

ましては、資料３の１の②の「修繕事業の対象」を御覧ください。なお、

経常的経費につきましては、臨時的経費のように企画政策課で評価点の

案を作成し、市長決裁を受けて評価を確定しているわけではありません

ので、平成３１年第１回定例会予算決算常任委員会資料その１の９１ペ

ージの「子育て総合支援センター管理・運営事業」では評価結果や評価
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欄は斜線を引いています。最後になりますが、Ａ３の資料４「事務事業

の評価表」を御覧ください。この評価は総合計画に掲げる将来都市像の

実現に向けて、事業を統一した基準に基づいて判断するために行うもの

で、資料３で御説明した①の修繕以外の事業を、こちらに記載している

３つの視点と９つの評価項目に基づき評価しました。表の一番左を御覧

ください。上から順に、視点、評価項目、内容、５点、３点、１点とみ

ていきます。まず、１番上の「視点」の行は、妥当性・有効性・効率性

の３つの視点を掲げ、その下に視点ごとに３つの評価項目を定めていま

す。「内容」の行は、その評価項目で検討する内容を示し、これより下

の５点、３点、１点の各行は、評価項目における配点及び配点ごとに該

当する要件を示しており、対象となる事業に評価項目を当てはめて、評

価点を決定します。この評価表における昨年からの変更点は、朱書きで

記載している２か所で、評価項目「目的の妥当性」及び「事業の優先度」

の５点の要件に「重点プロジェクトに該当する事業」を新たに追加しま

した。重点プロジェクトは、総合計画における前期基本計画の中でも優

先的かつ重点的に実施すべき施策としていますので、それに位置付けら

れる事業は、他の事業より優先して実施するよう５点の要件に追加しま

した。以上、御説明した内容によって、担当課が提出した事務事業調書

について、臨時的経費にかかる予算要求前の１０月から１１月にかけて、

企画政策課で臨時的経費に係る全事業の評価を行い、市長決裁で評価を

確定します。このたびは、およそ６５０事業の評価を行っており、１２

月上旬の各課から財政課への平成３１年度の臨時的経費の予算要求は、

資料３の２「財政課への予算要求について」にありますとおり、①修繕

以外の事業は評価点３３点以上、②修繕事業は、評価「Ａ」の事業に絞

って行われました。簡単ではありますが、事務事業調書及びその評価の

説明については以上です。今後につきましても効果的な事業評価を実施

できるよう、様式については、適宜改善を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

 

矢田松夫委員長 事業の審査は各分科会で行いますが、様式や資料の見方等で

質疑がありましたら、ここでお願いします。 

 

大井淳一朗委員 資料１の評価点が３３点となっていますが、これは前年評価、

事中評価、両方踏まえた評価なのか、それとも事中のみ、前年のみ、い

ずれの評価になっているんでしょうか。 

 

和西企画政策課長 事中評価を踏まえて、総合的な判断をしているところです。 
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大井淳一朗委員 事中評価ですが、これはどのような形で事中評価をされてい

るのか。原課のみでやられているのか、それとも原課と企画が話し合っ

た上での評価なのか。それから、いわゆるサマーレビューを実施されて

いると理解してよろしいんでしょうか。 

 

和西企画政策課長 原課からヒアリングのときに、年度途中ではあるが、これ

だけ事業が進捗しているという報告をこの書類で書いていただきます。

時期が早いのもあり、ヒアリングをしながら、その後書き加えていって

もらっているということもあります。 

 

河野朋子委員 いろいろ改善されているなと感じました。これまでは担当課の

評価を、黒塗りではありましたが、ありましたよね。今回、載せてはい

ませんが、担当課としての視点での点数は、ここには出していないだけ

で、あるのかを確認します。 

 

杉山企画政策課課長補佐 このたびから欄は一つにしていますが、原課が企画

政策課に提出する段階では、この評価の欄に原課で点数を入れています。

ヒアリングの上で企画の案として仕上げていく段階で、こちらの点数を

変更したりして、最終の点数としています。 

 

河野朋子委員 以前は原課の点数も全部出ていて、企画課の点数も出ていてと

いうことで、この違いが出ることによって、私たちにこの違いが何なの

かとかいった物の見方ができるという良い面もあったんですけど、昨年

は黒塗りにされていて、どうなのかという指摘もしたんですけど、あえ

てここに載せていない理由をどのように考えています。むしろ見えるこ

とによって、なぜ原課と企画課の評価がこれだけ違うのかとか、どうい

う視点でこうなったのかというのが、議論の材料になるのかなというふ

うにも思ったんですけど、ここに載せていない理由です。 

 

杉山企画政策課課長補佐 昨年までは二つの評価が載っていました。ただ、こ

ちらの資料は最終的に予算化された事業についての説明資料ですので、

本来は二つの評価があること自体が、意思形成過程のものであったとい

うことと、企画政策課の評価と言われたんですが、確かに評価の表示と

しては企画政策課という欄ではありましたが、そちらが市としての最終

評価であり、それを参考資料として予算につながっていくものですので、

あくまでも調書としては市長の決裁を受けた上での最終評価を挙げたい

と思い、このように改正しています。 
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大井淳一朗委員 今回修繕以外の事業と修繕事業で分けて評価されているとい

うことなんですが、修繕事業については原課が評価Ａと判断したものに

ついて予算計上というか、上がってくるということなんですけど、原課

が評価Ａで上がってきたにもかかわらず、企画との協議の中でＡではな

くＢ以下になって、今回上がらなかった事業はどのくらいの比率である

んでしょうか。 

 

宮本企画政策課企画係長 このたび修繕事業として、うちが判断した事業がお

よそ２４０事業あります。そのうちＡ評価とした事業がおよそ１４０事

業。残りのＢ評価、Ｃ評価とした事業は、Ｂの評価が幾つ、Ｃの評価が

幾つという統計は取っていませんが、およそ１００事業ありました。Ａ

評価の１４０事業については予算要求をしてもいいですよという判断を

企画政策課でしています。 

 

大井淳一朗委員 判断は難しいところなんですが、原課が修繕が必要だと判断

したにもかかわらず、全てはないにしても、結構な数で落とされている

んですが、落とさざるを得なかった要因はどこにあるんでしょうか。 

 

和西企画政策課長 原課は自分の仕事ですから思いというのもありますが、こ

ちらとしては市全体で捉えていかなくてはいけないというところがあり

ます。もちろん予算面もありますし、ヒアリングだけでその辺りが伝わ

らなかった、お互い意思の疎通が図れなかったものについては、後日、

もう一回ヒアリングしたりして、果たして本当に緊急性があるのかどう

かという点につきましても、お互い協議をしながら進めていき、今回の

評価を付けているところです。 

 

山田伸幸委員 活動指標の取り方なんですけど、ちょうど資料１で出ているも

ので、１、２、３あって、チラシ等の配布枚数、２がサポート寄附注文

件数、３がサポート寄附金額となっているんですが、手段のほうでウェ

ブサイトの活用がトップにきて、チラシの配布というのが制度周知で載

ってはいるんですけど、今どき、ふるさと納税はホームページを見て決

めておられる方が多いんですよね。ですが、いまだにこういうものを指

標にするのがどうなのかという点については、この指標の取り方ですね。

何か議論になっていなかったんですか。 

 

和西企画政策課長 個別事業のことについては、今日はそういう場ではありま

せんが、指標の設定の仕方については、これが一番難しいところです。
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事業によっては成果指標のないものもあります。数値として表せられな

いものもありますし、活動指標も果たしてそれをクリアすれば事業が成

功したのかという観点に取られる場合もありますので、委員が言われた

ように指標の設定の仕方というのはヒアリングのときに企画政策課と原

課との間で、この指標はちょっとということで何度も何度もやり取りは

しています。今回のこの例で、委員さんがそのような思いをされたとい

うことですが、指標の設定については今後も企画政策課と原課との間で

しっかり、重点を置いて協議していきたいと考えています。 

 

矢田松夫委員長 ほかに質疑はありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）以上で

質疑を終わります。次に、３１年度予算の総括説明を求めます。 

 

篠原企画部次長 平成３１年度山陽小野田市一般会計予算につきまして、総括

的な説明をいたします。お手元の予算書、予算に関する説明書の２ペー

ジをお開きください。第１条に定めておりますとおり、歳入歳出予算の

総額は、歳入歳出それぞれ３０２億５，１００万円で、前年度当初予算

と比較いたしまして１．９％、５億７，５００万円の増額となっており

ます。また、第２条におきまして債務負担行為、第３条におきましては、

地方債を定め、第４条におきまして一時借入金の最高額を７０億円とし

ております。また、第５条におきまして、歳出予算におけます各項の経

費の流用範囲を定めております。３ページを御覧ください。第１表歳入

歳出予算の歳入といたしまして、１款市税から、６ページの２２款市債

までの、款・項の区分ごとの金額を記載しております。また、７ページ

から歳出といたしまして、１款議会費から、９ページの１３款予備費ま

での款項の区分ごとの金額を記載しております。１０ページをお開きく

ださい。第２表債務負担行為といたしまして、本庁舎耐震改修事業、以

下、六つの事業につきまして、期間及び限度額を設定しております。１

１ページでは、第３表地方債といたしまして、市民館整備事業債、以下、

２３の地方債につきまして、限度額、起債の方法などを定めております。

次に、１５ページをお開きください。歳入歳出予算事項別明細書の総括

といたしまして、１５、１６ページでは歳入を、１８、１９ページでは

歳出を記載しております。それでは、事項別明細書の歳入につきまして、

款項を追って、その概要を御説明いたします。２０、２１ページをお開

きください。１款市税、１項市民税におきましては３７億２，０８９万

６，０００円を計上しております。個人市民税におきましては税制改正

により、配偶者特別控除額が増となることなどから減を見込み、法人市

民税では、企業収益の伸びなどを見込み増を見込んでおります。２項固
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定資産税におきましては５０億８，０８４万３，０００円を計上してお

ります。地価の下落修正などによる土地の減があるものの、家屋の新築、

増改築などによる増のほか、償却資産につきましては設備投資の伸びを

見込み増を見込んでおります。また、３項軽自動車税につきましては、

軽自動車税におきまして、実績を勘案し増を見込んでおりますほか、２

２、２３ページの上段におきまして、税制改正に伴います環境性能割を

新たに設けており、合わせて１億８，６００万５，０００円を計上して

おります。４項市たばこ税は税制改正に加え、前年度の実績を勘案して

おり、５項入湯税では前年度の実績を勘案、６項都市計画税は固定資産

税の動向などを考慮しております。１款市税全体では対前年度１．６％、

１億６，１１１万７，０００円増の９９億６，８６７万８，０００円を

計上しております。２２、２３ページの２款地方譲与税、１項地方揮発

油譲与税、２４、２５ページの２項自動車重量譲与税、３項特別とん譲

与税につきましては、それぞれ、国の示す地方財政計画の伸び率や、実

績見込みなどを勘案しており、２款地方譲与税全体では、対前年度２．

７％、５００万円増の１億９，０００万円を計上しております。２４ペ

ージから２７ページの各種交付金につきましても、地方財政計画や実績

見込みなどを勘案しており、３款１項の利子割交付金は対前年度１００．

０％、１，０００万円増の２，０００万円、４款１項の配当割交付金は

２０．０％、５００万円増の３，０００万円を計上しております。２６、

２７ページの５款１項の株式等譲渡所得割交付金は３３．３％、５００

万円増の２，０００万円を計上しております。６款１項の地方消費税交

付金につきましては２．９％、３，０００万円増の１０億５，０００万

円を計上しております。１０月から消費税及び地方消費税が引き上げら

れますが、事業所等により消費税及び地方消費税が申告、納付され、精

算の後、県を通じて地方消費税交付金として交付されるまで６か月程度

を要します。このことから６款１項地方消費税交付金の予算額におきま

しては、消費税及び地方消費税の引上げに対する影響は加味いたしてお

りません。次の７款１項のゴルフ場利用税交付金は３．１％、２００万

円減の６，３００万円、８款１項の自動車取得税交付金につきましては

自動車取得税におきまして、消費税及び地方消費税が引き上げられるこ

とに伴い廃止されることから、５０．０％、２，５００万円減の２，５

００万円を計上しております。２６、２７ページから２８、２９ページ

にかけましての９款環境性能割交付金につきましては、３１年度の税制

改正によりまして、自動車取得時の環境インセンティブを強化するため

の自動車課税における環境性能割の創設により８４０万円を計上してお

ります。１０款１項の地方特例交付金につきましては、従来の住宅借入
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金等特別税額控除による減収の補てん分に加え、自動車課税における環

境性能割の臨時的軽減による減収の補てん分を見込んでおり、２項子ど

も、子育て支援臨時交付金につきましては、１０月から実施される幼児

教育無償化に係る経費のうち、全額国費により措置される地方負担分を

見込んでおり、１０款地方特例交付金全体で７０３．０％、２億４，６

０３万８，０００円増の２億８，１０３万８，０００円を計上しており

ます。１１款１項の地方交付税は、普通交付税では合併算定替えの終了

による段階的減少の５年目による減額のほか、基準財政収入額の増など

により、５４億５，０００万円を見込み、また、特別交付税は前年度同

額の６億７，０００万円を見込み、１１款全体では２．１％、１億３，

０００万円減の６１億２，０００万円を計上しております。１２款１項

交通安全対策特別交付金は、前年度同額の７６０万円を計上しておりま

す。３０ページ、３１ページの１３款分担金及び負担金、１項分担金で

は急傾斜地崩壊対策事業にかかる地元分担金を２５０万円計上し、２項

の負担金では保育所運営費負担金におきましては、幼児教育無償化の実

施に伴う私立保育園保護者負担金の減などを見込み、２億２，２１１万

円を計上しており、１３款全体では２３．９％、７，０７２万５，００

０円減の２億２，４６１万円を計上しております。次に、１４款使用料

及び手数料につきましては、１項使用料では、公の施設使用料、占用料、

行政財産使用料などの実績を勘案するほか、道路占用料の減などのほか、

幼児教育無償化の実施に伴う保育所使用料の減を見込み、３億５，９８

０万５，０００円を計上しております。３４ページから３７ページの２

項手数料におきましては、実績を勘案し、１億１，６４９万８，０００

円を計上しております。また、３項証紙収入は指定ごみ袋の証紙収入で

あり、１，６７１万６，０００円を計上しております。１４款全体では

７．６％、４，０５０万６，０００円減の４億９，３０１万９，０００

円を計上しております。３６ページから３９ページの１５款国庫支出金、

１項国庫負担金では、生活保護費などの減があるものの、支給月の変更

に伴う児童扶養手当給付費や子どものための教育、保育給付費などの増

があり、３１億１，５０１万８，０００円を計上しております。３８ペ

ージから４３ページの２項国庫補助金は社会保障、税番号制度システム

整備費や社会資本整備総合交付金などの減があるものの、学校施設環境

改善交付金や施設周辺整備助成補助金などの増により、５億２，０４０

万１，０００円を計上しており、４２、４３ページの３項委託金は参議

院議員選挙事務費の皆増などにより、４，２４９万４，０００円を計上

しております。１５款全体では３．９％、１億３，７３５万７，０００

円増の３６億７，７９１万３，０００円を計上しております。４２ペー
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ジから４５ページの１６款県支出金、１項県負担金は、国民健康保険基

盤安定費などの減があるものの、子どものための教育、保育給付費や農

業委員会費などの増があり、１２億２，７１１万３，０００円を計上し

ております。４４ページから４９ページの２項県補助金は、担い手確保、

経営強化支援事業補助金や漁港海岸保全施設整備事業補助金の皆減のほ

か、多子世帯保育料等軽減事業費などの減があるものの、単県農山漁村

整備事業費や農業水路等長寿命化、防災減災事業補助金、学校業務支援

員配置事業補助金の皆増などにより、４億８，８０１万９，０００円を

計上しております。４８ページから５１ページの３項委託金は、県議会

議員選挙事務費などの増があるものの、住宅、土地統計調査費や換地業

務委託費の皆減などにより、１億３，０３５万９，０００円を計上して

おります。１６款全体では３．４％、５，９８３万６，０００円増の１

８億４，５４９万１，０００円を計上しております。次に、５２、５３

ページの１７款財産収入、１項財産運用収入は、市有財産の貸付料や基

金運用収入等で１，５１４万６，０００円を計上し、２項財産売払収入

は、市有地の売払収入など、１，１１８万６，０００円を計上していま

す。１７款全体では２．０％、５２万円増の２，６３３万２，０００円

を計上しております。次の１８款寄附金、１項寄附金はふるさと寄附金

の増により１００．０％、４，０００万円増の８，００１万円を計上し

ております。５２ページから５５ページの１９款繰入金、１項基金繰入

金は財政調整基金繰入金６億５，１３０万６，０００円、まちづくり魅

力基金繰入金３，８４４万６，０００円、ふるさと支援基金繰入金４，

５３９万円、公立大学法人運営基金繰入金８，２３０万６，０００円な

どで、繰入金全体で３１．１％、１億９，６４０万５，０００円増の８

億２，８０４万９，０００円を計上しております。５６、５７ページの

２０款１項繰越金は前年度と同額の３，０００万円を計上しております。

また、次の２１款諸収入、１項延滞金、加算金及び過料は２，３００万

円を計上し、２項市預金利子は３万１，０００円を計上しております。

５６ページから５９ページの３項貸付金元利収入では、金融機関預託金

元金収入や地域総合整備資金貸付金元金収入など、２億４，９４３万５，

０００円を計上しております。５８ページから６５ページまでの４項雑

入は、山口ゆめ花博助成金の皆減のほか、福祉医療助成費高額療養費な

どの減があるものの、退職手当他会計負担金や人事給与システム負担金、

リサイクル事業収益金などの増により、３億２，１９９万４，０００円

を計上しており、２１款全体では４．４％、２，７５４万２，０００円

減の５億９，４４６万円を計上しております。６４ページから６７ペー

ジまでの２２款市債、１項市債は庁舎整備事業債や治水対策事業債、小
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学校整備事業債などの増があるものの、給食施設整備事業債の皆減のほ

か、大学整備事業債や火葬場整備事業債、臨時財政対策債などの減によ

り０．７％、３，３９０万円減の４６億６，７４０万円を計上しており

ます。続きまして、歳出につきまして、款項ごとに御説明いたします。 

６８、６９ページをお開き下さい。６８ページから７１ページの１款議

会費、１項議会費では、議員共済会負担金の減や、議会中継にかかるシ

ステム改修費の皆増、議事録作成にかかる機械器具費の増などにより、

対前年度３．１％、７４２万５，０００円増の２億４，６７６万６，０

００円を計上しております。次に、７０ページから１１５ページの２款

総務費、１項総務管理費は３２億７，６６２万７，０００円を計上して

おります。７０ページから７７ページの１目一般管理費では、芸術顧問

報酬や退職手当にかかる他会計負担金の皆減などのほか、中山間地域づ

くり推進事業にかかる非常勤特別職報酬や用地購入費の皆増、退職手当

や臨時雇賃金の増などがあります。７６ページから７９ページの２目人

事管理費では、会計年度任用職員制度の導入に伴うシステム改修費の増、

８０ページから８３ページの４目情報管理費では、改元対応にかかる各

種システム改修委託料の減や、住民情報系システムにかかるデータ移出

入委託料の皆増、８６ページから８９ページの９目企画費では、転入奨

励金の増、８８ページから９１ページの１０目地域振興費では、ふるさ

と支援基金積立金が増となっています。１００、１０１ページの２０目

自治会活動推進費では、自治会館建設補助金の減などがあります。１０

４ページから１０７ページの２４目文化会館費では、修繕料や機械器具

費の増、１１２ページから１１５ページの２９目本庁舎改修事業費では、

本庁舎の改耐震補強工事や老朽化対策工事にかかる工事請負費の皆増な

どがあります。 次に、１１４ページから１１９ページの２項徴税費は

２億４，５６８万９，０００円を計上しており、地積図作成委託料の皆

増などがあります。１１８ページから１２１ページの３項戸籍住民基本

台帳費は１億８，８２７万６，０００円を計上しており、社会保障、税

番号制度システム改修費の減や、コンビニ交付システム構築にかかるシ

ステム改修費の皆増などがあります。次に、１２２ページから１２７ペ

ージの４項選挙費は７，７４６万１，０００円を計上しており、参議院

議員選挙費の皆増や県議会議員選挙費の増などがあります。１２８、１

２９ページの５項統計調査費は１，１２０万円を計上しております。１

３０、１３１ページの６項監査委員費は１，９２４万５，０００円を計

上しております。また、１３２、１３３ページの７項大学費では、公立

大学法人運営基金積立金の皆減や、大学整備事業費などの減により、２

０億５，４９５万円を計上しております。２款全体では５．７％、３億
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１，５５３万４，０００円増の５８億７，３４４万８，０００円を計上

しております。１３４ページから１５３ページの３款民生費、１項社会

福祉費は、４９億９，０７３万９，０００円を計上しております。１３

４ページから１３７ページの１目社会福祉総務費では、国民健康保険特

別会計繰出金の減や、介護保険特別会計繰出金の増、１３８ページから

１４３ページの２目障害者福祉費は、扶助費におけます生活介護給付費

や放課後等デイサービス給付費の増や、就労支援移行給付費の減、日中

一時支援事業費などの減、１４２ページから１４５ページの３目高齢者

福祉費では、老人保護措置費の減、１４４ページから１４７ページの４

目後期高齢者医療費では、療養給付費負担金の増や、後期高齢者医療特

別会計繰出金の減などがあります。次に、１５２ページから１６７ペー

ジの２項児童福祉費は、４１億１，０３０万９，０００円を計上してお

ります。１５４ページから１５７ページの２目児童措置費では、児童手

当の減や、保育所運営費や私立幼稚園運営費負担金の増のほか、支給回

数変更に伴う児童扶養手当の増、１５８ページから１６１ページの４目

保育所費は、山陽地区公立保育所整備事業にかかる地質調査や用地購入

費の皆減や、設計委託料の減などがあります。１６６ページから１６９

ページの３項生活保護費は、１２億７，７６１万１，０００円を計上し

ており、１６８、１６９ページの２目扶助費では、実績勘案などにより、

生活扶助費や医療扶助費の減などがあります。また、１６８ページから

１７１ページの４項災害救助費では、４９９万４，０００円を計上して

おります。３款全体では０．５％、４，９９１万４，０００円減の１０

３億８，３６５万３，０００円を計上しております。次に、１７０ペー

ジから１８５ページの４款衛生費、１項保健衛生費は１４億２８７万２，

０００円を計上しており、１７０ページから１７７ページの１目保健衛

生総務費では、救急安心センター事業負担金の皆増のほか、二次救急医

療対策事業運営費地元負担金、病院事業会計繰出金の増、１７６、１７

７ページの２目予防費は、健康診査委託料の減、１８４、１８５ページ

の７目新火葬場整備費では、設計委託料や監理委託料の皆減や、建築本

体工事費などの減があります。１８６ページから１９１ページの２項清

掃費は９億８，８４６万６，０００円を計上しており、１８６ページか

ら１９１ページの２目塵芥処理費では、塵芥収集車両購入費の減や、発

注支援委託料や計画策定委託料の皆増があり、１９０ページから１９１

ページの３目し尿処理費では、修繕料の増などがあり、４款全体では２

１．５％、６億５，３３０万８，０００円減の２３億９，１３３万８，

０００円を計上しております。１９０ページから１９７ページの５款労

働費、１項労働諸費は１９０ページから１９３ページの１目労働諸費に
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おきまして、労働会館空調設備更新事業の皆減などがあり、５款全体で

は４．２％、２４７万８，０００円減の５，７０９万３，０００円を計

上しております。１９６ページから２０７ページの６款農林水産業費、

１項農業費は３億８，１９８万９，０００円を計上しており、１９６ペ

ージから１９９ページの１目農業委員会費では、農業委員の委員報酬に

かかる能率給の導入による増、２００ページから２０３ページの３目農

業振興費で、農業振興地域整備計画費の皆増や、担い手確保・経営強化

支援事業補助金や機構集積協力金の減、２０２ページから２０５ページ

の４目農地総務費は、小規模土地改良事業助成金の減、２０６、２０７

ページの５目土地改良事業費では、農業水路等長寿命化・防災減災事業

補助金の皆増や、後潟上地区区画整理事業にかかる換地業務委託料や県

事業負担金の減などがあります。２０６ページから２１１ページの２項

林業費では１，９３２万円を計上しております。２１０ページから２１

５ページの３項水産業費は１億２６９万９，０００円を計上しており、

２１２ページから２１３ページの２目水産業振興費では、梶漁港しゅん

せつ工事費の増、２１２ページから２１５ページの３目漁港建設費で、

漁港海岸保全施設機能保全計画策定委託料の皆減などがあり、６款全体

では５．１％、２，７３０万６，０００円減の５億４００万８，０００

円を計上しております。２１４ページから２２３ページの７款商工費、

１項商工費は２１４ページから２１７ページの１目商工総務費では、交

通施設バリアフリー化整備事業補助金の皆増、２１６ページから２２１

ページの２目商工振興費では、山口東京理科大生定住促進業務委託料の

減や、工場設置奨励金の増、２２０ページから２２３ページの４目観光

宣伝費は、観光プロモーション調査委託料の減や、観光プロモーション

業務委託料の増などがあり、７款全体では２８．１％、１億３，５１４

万６，０００円増の６億１，６３２万２，０００円を計上しております。

次に、２２４、２２５ページの８款土木費、１項土木管理費は４，９８

４万９，０００円を計上しております。２２６ページから２３３ページ

の２項道路橋りょう費は３億６，３６８万７，０００円を計上しており、

２２６、２２７ページの１目道路橋りょう総務費では、道路台帳整備委

託料や小規模土木事業助成金の減、２２８ページから２３１ページの３

目道路橋りょう維持費では、市道舗装リフレッシュ事業の減、２３０ペ

ージから２３３ページの４目道路新設改良費では、橋りょう長寿命化点

検などの調査設計委託料の増などがあります。２３２ページから２３５

ページの３項河川費は５億６，８８３万４，０００円を計上しており、

東下津地区内水対策事業に係る工事請負費の増などがあります。２３４、

２３５ページの４項港湾費は県事業負担金の増などにより７，６５０万
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９，０００円を計上しております。２３６ページから２４５ページの５

項都市計画費は、１７億６，２６６万４，０００円を計上しており、２

３６ページから２３９ページの１目都市計画総務費では、地理情報シス

テム更新にかかるシステム開発委託料や下水道事業特別会計に対する負

担金、補助金の減があり、２３８ページから２４１ページの２目緑地公

園費では、竜王山公園にかかる電気設備改修工事費の増などがあります。

２４２ページから２４５ページの４目都市再生整備事業費では、小野田

駅前地区都市再生整備計画事業費の増があります。２４４ページから２

４７ページの６項住宅費は１億７，５９２万２，０００円を計上してお

り、市営住宅維持管理事業として、屋根防水工事などを計上しておりま

す。８款全体では５．８％、１億６，５５６万２，０００円増の２９億

９，７４６万５，０００円を計上しております。２４８ページから２５

１ページまでの９款消防費、１項消防費は２４８、２４９ページの１目

常備消防費におきまして、宇部・山陽小野田消防組合費分担金として、

通常分担金、特別分担金を含めて計上しているほか、２４８ページから

２５１ページの２目非常備消防費では、消防ポンプ自動車や小型動力ポ

ンプ整備費の増などがあります。９款全体では３．９％、４，０７７万

１，０００円増の１０億８，６１４万６，０００円を計上しております。

２５０ページから２５７ページの１０款教育費、１項教育総務費は３億

６，９４１万７，０００円を計上しており、２５２ページから２５５ペ

ージの２目事務局費は、退職手当の増などがあります。２５６ページか

ら２６３ページの２項小学校費は１３億８，３９２万４，０００円を計

上しており、２６０ページから２６３ページの２目教育振興費では、教

員用パソコンのリース料の増、２６２、２６３ページの３目学校建設費

では、埴生小中学校整備事業費の増があります。２６２ページから２６

７ページの３項中学校費は１億４，１９４万２，０００円を計上してお

り、２６４ページから２６７ページの２目教育振興費では、生徒用パソ

コンリース料や新入学生徒学用品費の増、２６６、２６７ページの３目

学校建設費は、施設整備計画策定業務委託料や多目的トイレ整備事業の

増などがあります。２６８ページから２７１ページの４項幼稚園費は、

幼稚園就園奨励費の増などにより、１億２，５４７万２，０００円を計

上しております。２７０ページから２８９ページの５項社会教育費は８

億４３２万６，０００円を計上しており、２７８ページから２８１ペー

ジの３目図書館費では、図書館システムの改修費の増、２８６ページか

ら２８９ページの８目埴生地区複合施設整備事業費では、監理委託料や

設計委託料、建築主体、電気設備、機械設備にかかる工事請負費の増な

どがあります。次に、２８８ページから２９５ページの６項保健体育費
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は４億４，０４４万３，０００円を計上しており、２９０ページから２

９３ページの２目給食費は、１年度を通じての学校給食共同調理場にか

かる管理運営費を計上しているほか、２９４、２９５ページの給食共同

調理場建設費は学校給食共同調理場の運用開始に伴い廃目としておりま

す。１０款全体では３０．４％、７億６，１９３万１，０００円増の３

２億６，５５２万４，０００円を計上しております。また、２９４、２

９５ページの１１款災害復旧費、１項鉱害復旧費は９万円を計上してお

ります。下段の１２款公債費、１項公債費は、１目では地方債元金、２

目では地方債利子及び一時借入金利子の償還金を計上しております。過

去に借り入れた市債の償還額の減や近年の借入金利の情勢などにより４．

１％、１億１，８３６万３，０００円減の２７億７，９１４万７，００

０円を計上しております。２９６、２９７ページの１３款予備費、１項

予備費では前年度と同額の５，０００万円を計上しております。２９９

ページから３０８ページでは、当初予算における給与費明細書のほか、

債務負担行為や地方債に関連する調書を掲載いたしております。最後に、

財政指標につきましては、財政力指数は３か年平均で０．６１１、実質

公債費比率は８．６％を見込んでいるところでございます。以上、平成

３１年度一般会計予算の歳入歳出におけます総括的な説明をいたしまし

た。御審査のほど、よろしくお願いします。 

 

矢田松夫委員長 ここで会議の延長について申し上げます。会議時間は会議規

則第８条により午後５時となっていますが、日程が全て終わるまで委員

会を続行したいと思いますので、御協力をお願いします。執行部の説明

が終わりましたが、質疑については各分科会で該当部分の審査の際に行

いたいと思いますが、総括説明でどうしても質問をしたいということが

ありましたら、ここでお願いしたいと思います。（「なし」と呼ぶ者あ

り）質疑なしと認めます。予算については各分科会で慎重審査をお願い

します。以上で一般会計予算決算常任委員会を閉会いたします。 

 

 

午後５時２分 散会 

 

 

平成３１年３月６日 

一般会計予算決算常任委員長 矢 田 松 夫 


